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第１章 公契約条例全般 
 

 

質問１： 愛知県公契約条例はどのような条例ですか。 
 

回答１： 愛知県公契約条例では、県及び公契約の相手方の責務を明らかにするとと

もに、公契約に関する県の取組の基本となる事項を定めています。 

     具体的には、基本方針として、①透明性及び公正性の確保、②県民に提供

されるサービスの品質を確保するための適正な予定価格、③環境の保全その

他の社会的な価値を実現するために公契約を活用、④公契約の履行に係る作

業に従事する労働者の労働環境の整備、を定めています。 

 

 

質問２： どのような経緯で公契約条例が制定されたのですか。 
 

回答２： 公契約についてはこれまで、手続きの公正性や透明性、競争性を重視して

きましたが、近年は過度な価格競争から、サービスの質の低下や労働環境の

悪化が懸念されるようになりました。 

     一方で、行政サービスの提供に当たっては、限られた資源を有効に活用し、

新たなニーズに対応するとともに、サービスの質の確保が強く求められ、こ

れまでの手法に止まらない新たな手法を講じる必要が生じてきました。 

     こうした状況に対応するため、平成 25 年度に外部有識者による「公契約

のあり方検討会議」を開催し、政策推進への公契約の活用、工事やサービス

の質の向上、総合評価方式の導入拡大、事業者の法令遵守及び社会的責任な

ど、幅広い観点から議論を重ねました。 

     こうした議論を踏まえ、公契約を体系的及び総合的に活用するため、平成

28 年４月に愛知県公契約条例が制定されました。 

 

 

質問３： 県のすべての契約が対象となるのですか。 
 

回答３： 県が締結する売買、賃借、請負その他の契約で、県の支出を伴う以下の契

約が対象となります。 

    ① 予定価格６億円以上の工事請負契約 

    ② 予定価格 1,000 万円以上の清掃、警備、受付・案内、電話交換に係る業

務委託契約  



- 2 - 

 

第２章 労働環境報告書 
 

 

質問１： 労働環境報告書を提出しなければならない事業者の対象範囲はどこまでで

すか。 
 

回答１： 労働環境報告書の提出は、下請及び再委託を含む公契約の履行に関わる事

業者のうち、一人親方以外の事業者が対象となります。（添付資料１参照） 

     一人親方の事業者は、自ら使用する労働者がいないため、労働環境報告書

を提出していただく必要はありませんが、報酬単価の報告を提出していただ

く必要があります。 

 

 

質問２： 労働環境報告書の対象となる労働者の範囲はどこまでですか。 

 

回答２： 労働環境報告書は、県との契約の履行に係る作業現場に従事する労働者が

対象となります。一方で、作業現場で従事しない総務や営業の方は報告の対

象外となります。 
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質問３： 労働環境報告書をどのように入手すればよいですか。 
 

回答３： 労働環境報告書は、県との契約者（元請事業者）から入手するほか、愛知

県のホームページからもダウンロードできます。 

    

＜ダウンロード方法＞ 

    ① インターネットから「愛知県 労働環境報告書」で検索し、「労働環境

報告書 - 愛知県」をクリックします。 
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② 「労働環境報告書【様式】」（ＰＤＦファイルまたはＷｏｒｄファイル）

をクリックし、報告書をダウンロードしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問４： 労働環境報告書をいつまでに提出すればよいですか。 
 

回答４： 契約の相手方となる元請事業者の方は、労働環境報告書を契約締結後速や

かに県の契約担当者に提出してください。（添付資料２参照） 

     下請事業者の方は、下請契約締結後速やかに発注元の事業者に提出してく

ださい。 

     報告書はその後、発注元の事業者を経由して元請事業者に集約され、県に

提出されます。 
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質問５： 労働者に明示しなければならない労働条件は何ですか。（項目①） 
 

回答５： 労働基準法で定められている労働者に明示しなければならない労働条件は、

以下のとおりです。 

     ①から⑥については書面の交付（労働者が希望した場合には、ファクシミ

リや電子メール等も可。ただし、労働者が出力して書面を作成できるものに

限る。）により明示する必要があり、労働条件を記載した労働条件通知書を

労働者に交付することにより行います。ただし、就業規則に労働条件が具体

的に規定されている場合は、労働者に適用される部分を明らかにした上で、

就業規則の交付によって明示することもできます。 

    (1) 必ず明示しなければならない事項 

     ① 労働契約の期間 

     ② 期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準に関する事項 

     ③ 就業の場所、従事する業務の内容 

     ④ 始業及び終業時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休

日、休暇、交替制勤務をさせる場合の交替時間や交替順序などに関す

る事項 

     ⑤ 賃金の決定、計算及び支払いの方法、賃金の締切り及び支払いの時期

に関する事項 

     ⑥ 退職に関する事項（解雇事由を含む。） 

     ⑦ 昇給に関する事項 

    (2) 定めをした場合に明示しなければならない事項 

     ⑧ 退職手当の定めが適用される労働者の範囲、退職手当の決定、計算及

び支払いの方法、支払いの時期に関する事項 

     ⑨ 臨時に支払われる賃金、賞与などに関する事項 

     ⑩ 労働者に負担させる食費、作業用品その他に関する事項 

     ⑪ 安全衛生に関する事項 

     ⑫ 職業訓練に関する事項 

     ⑬ 災害補償、業務外の傷病扶助に関する事項 

     ⑭ 表彰、制裁に関する事項 

     ⑮ 休職に関する事項 

 

    【根拠法令】 

     ・労働基準法第 15 条     労働条件の明示 

     ・労働基準法施行規則第５条 労働条件  
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質問６： 法令に従った就業規則の周知とは、どのようなものですか。（項目②） 
 

回答６： 労働基準法では、使用者は、以下のいずれかの方法によって就業規則を労

働者に周知するよう定めています。 

    ① 作業場の見やすい場所に常時掲示し、または備え付ける。 

    ② 書面を労働者に交付する。 

    ③ 磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずる物に記録し、かつ、労

働者が当該記録の内容を常時確認できる機器を作業場に配備する。 

 

    【根拠法令】 

     ・労働基準法第 89 条       作成及び届出の義務 

     ・労働基準法第 106 条       法令等の周知義務 

     ・労働基準法施行規則第 52 条の２ 法令等の周知方法 

 

 

質問７： 時間外・休日労働協定（三六協定）とは何ですか。（項目③） 
 

回答７： 労働基準法では、１日８時間、１週 40 時間及び週１回の休日の原則を定

めていますが、労使協定をして行政官庁に届け出ることで、これを超えて労

働させることができるとしており、この協定を時間外・休日労働協定（三六

協定）と言います。 

     なお、労働基準法の改正（2019 年４月１日施行）により、三六協定で定

める時間外労働の上限が法律に規定されています。 

 

    【根拠法令】 

     ・労働基準法第 32 条 労働時間 

     ・労働基準法第 35 条 休日 

     ・労働基準法第 36 条 時間外及び休日の労働 
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質問７の２： 時間外労働の上限はどこまでですか。（項目③） 
 

回答７の２： 労働基準法の改正により、三六協定で定める時間外労働の上限は、原

則として月 45 時間・年 360 時間となり、臨時的な特別の事情がなけれ

ばこれを超えることができなくなりました。 

さらに、臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合でも、以下

を守らなければなりません。 

① 時間外労働が年 720 時間以内 

② 時間外労働と休日労働の合計が月 100 時間未満 

③ 時間外労働と休日労働の合計について、「２～６か月平均」が全て 

１月当たり 80 時間以内 

④ 時間外労働が月 45 時間を超えられるのは、年６か月が限度 

 

      ※ 中小企業への上限規制の適用は、2020年４月１日からとなります。 

      ※ 2019 年３月 31 日を含む期間について定めた三六協定については、

その協定の初日から１年間は引き続き有効となり、上限規制は適用さ

れません。 

※ 建設事業など一部の事業・業務については、上限規制の適用が５年

間（2024 年３月 31 日まで）猶予されます。 

 

    【根拠法令】 

     ・労働基準法第 36 条 時間外及び休日の労働 
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質問８： 法定の年次有給休暇とは何ですか。（項目④） 
 

回答８： 労働基準法では、試用期間を含む雇入れの日から起算して６か月間継続し

て勤務し、全労働日の８割以上出勤した労働者には、年次有給休暇を付与し

なければならないと定めています。実際に付与しなければならない日数は、

継続勤務期間や所定労働時間などに応じて、以下のとおりとなります。 

 

(1) 週所定労働日数が５日以上または週所定労働時間が 30 時間以上の労働者 

雇入れの日から 

起 算 し た 

継続勤務期間 

６か月 １年 

６か月 

２年 

６か月 

３年 

６か月 

４年 

６か月 

５年 

６か月 

６年 

６か月 

以上 

付 与 日 数 10 日 11 日 12 日 14 日 16 日 18 日 20 日 

 

(2) 週所定労働日数が４日以下かつ週所定労働時間が 30 時間未満の労働者 

週所定 

労働 

日数 

年間所定

労働日数 

雇入れの日から起算した継続勤務期間 

６か月 １年 

６か月 

２年 

６か月 

３年 

６か月 

４年 

６か月 

５年 

６か月 

６年 

６か月 

以上 

１日 
48 日～ 

72 日 
１日 ２日 ２日 ２日 ３日 ３日 ３日 

２日 
73 日～ 

120 日 
３日 ４日 ４日 ５日 ６日 ６日 ７日 

３日 
121 日～ 

168 日 
５日 ６日 ６日 ８日 ９日 10 日 11 日 

４日 
169 日～ 

216 日 
７日 ８日 ９日 10 日 12 日 13 日 15 日 

 

なお、労働基準法の改正（2019 年４月１日施行）により、年次有給休暇が

10 日以上付与される労働者（上記表中太枠で囲った部分に該当する労働者）

について、「年５日の年次有給休暇の確実な取得」が全ての使用者の義務とな

ります。 
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    【根拠法令】 

・労働基準法第 39 条       年次有給休暇 

・労働基準法施行規則第 24 条の３ 有給休暇日数の算定 

 

 

質問８の２： 「年５日の年次有給休暇の確実な取得」とは何ですか。（項目④） 
 

回答８の２： 年次有給休暇が 10 日以上付与される労働者に対し、使用者は、年次

有給休暇を付与した日（基準日）から 1 年以内に５日について、労働者

の意見を聴取の上、取得時季を指定して年次有給休暇を取得させなけれ

ばなりません。 

なお、使用者は、以下の①～③のいずれかの方法で労働者に年５日以

上の年次有給休暇を取得させれば足りるため、①～③のいずれかの方法

で取得させた年次有給休暇の合計が５日に達した時点で、使用者からの

時季指定をする必要はなく、また、することもできません。 

      ① 使用者が時季指定した年次有給休暇の日数 

      ② 労働者が自ら請求・取得した年次有給休暇の日数 

      ③ 労使協定で計画的に取得日を定めて与えた年次有給休暇の日数 

（いわゆる計画年休） 

       また、使用者の年次有給休暇の時季指定を実施する場合は、時季指定

の対象となる労働者の範囲及び時季指定の方法等について、就業規則に

記載しなければなりません。 

       加えて、使用者は、労働者ごとに年次有給休暇を与えた時季、日数及

び基準日を記載する年次有給休暇管理簿を作成し、３年間保存しなけれ

ばなりません。 

       使用者が、時季指定にあたり労働者に意見を聴取した際に、労働者が

半日単位での取得を希望した場合は、0.5 日として半日単位で付与して

も構いません。労働者による時季指定により取得した年次有給休暇が半

日単位の場合は、0.5 日として年５日から控除することができます。 

なお、時間単位の年次有給休暇は、年５日から控除することができま

せん。 

 

    【根拠法令】 

・労働基準法第 39 条 年次有給休暇 

・労働基準法第 89 条 作成及び届出の義務  
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質問９： 労働者名簿、賃金台帳とは何ですか。（項目⑤） 
 

回答９： 労働基準法では、使用者は、日々雇い入れられる者を除く労働者に関する

労働者名簿を事業場ごとに調製しなければならないと定めています。 

     労働者名簿に記載しなければならない事項は、以下のとおりです。 

    ① 氏名 

    ② 生年月日 

    ③ 履歴 

    ④ 性別 

    ⑤ 住所 

    ⑥ 従事する業務の種類（常時 30 人未満の労働者を使用する事業場は記入

不要。） 

    ⑦ 雇入れの年月日 

    ⑧ 退職の年月日及びその事由（解雇事由を含む。） 

    ⑨ 死亡の年月日及びその原因 

 

     また、同法では、使用者は併せて事業場ごとに賃金台帳を調製し、賃金支

払の都度遅滞なく記入しなければならないと定めています。 

     賃金台帳に記載しなければならない事項は、以下のとおりです。 

    ① 賃金計算の基礎となる事項 

    ② 賃金の額 

    ③ 氏名 

    ④ 性別 

    ⑤ 賃金計算期間（１か月を超えて引き続き使用される者を除き、日々雇い

入れられる者は記入不要。） 

    ⑥ 労働日数 

    ⑦ 労働時間数 

    ⑧ 時間外労働時間数、休日労働時間数及び深夜労働時間数 

    ⑨ 基本給、手当その他賃金の種類ごとにその額（通貨以外のもので支払わ

る賃金がある場合には、その評価総額。） 

    ⑩ 法令及び労使協定に基づいて賃金の一部を控除した場合の控除額 

 

    【根拠法令】 

・労働基準法第 107 条       労働者名簿 

・労働基準法第 108 条       賃金台帳 
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・労働基準法第 109 条       記録の保存 

・労働基準法施行規則第 53 条   労働者名簿の記入事項 

・労働基準法施行規則第 54 条   賃金台帳の記入事項 

・労働基準法施行規則第 55 条   賃金台帳の様式 

・労働基準法施行規則第 55 条の２ 労働者名簿及び賃金台帳の合併調製 

・労働基準法施行規則第 56 条   記録保存期間の起算日 

 

 

質問９の２： 労働時間を客観的に把握する方法とは何ですか。（項目⑤） 
 

回答９の２： 労働安全衛生法の改正（2019 年４月１日施行）により、健康管理の

観点から、管理監督者や裁量労働制の適用者も含め、全ての労働者の労

働時間の状況が客観的な方法その他適切な方法で把握されるよう法律

で義務付けられています。 

ここで言う「客観的な方法」とは、タイムカード、ＩＣカード、パソ

コンの使用時間の記録など、客観的な記録を基礎として労働時間を確認

し、適正に記録することが求められます。 

長時間働いた労働者に対する、医師による面接指導を確実に実施する

ため、労働時間の状況を客観的に把握する必要があります。 

 

    【根拠法令等】 

・労働安全衛生法第 66 条の８の３ 面接指導等 

・労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する 

ガイドライン 
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質問 10： 安全管理者、衛生管理者、産業医、安全衛生推進者及び衛生推進者は、

どのような場合に選任しなければならないですか。（項目⑥） 
 

回答 10： 労働安全衛生法により、労働者が常時 50 人以上の事業所に対して、衛生

管理者及び産業医の選任が義務付けられています。 

      さらに、以下の 18 業種には、安全管理者の選任も義務付けられています。 

      また、労働者が常時 10 人以上 50 人未満の事業所では、衛生推進者の選

任が義務付けられており、このうち 18 業種では、衛生推進者の代わりに安

全衛生推進者の選任が義務付けられています。 

なお、これらの関係をまとめると、以下のとおりとなります。 

     

【18 業種】 

①林業、②鉱業、③建設業、④運送業及び清掃業、⑤製造業（物の加工

業を含む。）、⑥電気業、⑦ガス業、⑧熱供給業、⑨水道業、⑩通信業、

⑪各種商品卸売業、⑫家具・建具・じゅう器等卸売業、⑬各種商品小売

業、⑭家具・建具・じゅう器小売業、⑮燃料小売業、⑯旅館業、⑰ゴル

フ場業、⑱自動車整備業及び機械修理業 

 

【選任が義務付けられているもの】 

(1) 労働者が常時 50 人以上の場合 

18 業種の事業所   ⇒ 安全管理者、衛生管理者、産業医 

18 業種以外の事業所 ⇒ 衛生管理者、産業医 

     (2) 労働者が常時 10 人以上 50 人未満の場合 

        18 業種の事業所   ⇒ 安全衛生推進者 

18 業種以外の事業所 ⇒ 衛生推進者 

        

    【根拠法令】 

     ・労働安全衛生法第 11 条   安全管理者 

     ・労働安全衛生法第 12 条   衛生管理者 

     ・労働安全衛生法第 12 条の２ 安全衛生推進者等 

     ・労働安全衛生法第 13 条   産業医等 

     ・労働安全衛生法施行令第２条 総括安全衛生管理者を選任すべき事業場 

     ・労働安全衛生法施行令第３条 安全管理者を選任すべき事業場 

     ・労働安全衛生法施行令第４条 衛生管理者を選任すべき事業場 

     ・労働安全衛生法施行令第５条 産業医を選任すべき事業場 
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     ・労働安全衛生規則第 12 条の２ 安全衛生推進者等を選任すべき事業場 

 

 

質問 11： 労働災害を防止する措置には、どのようなものがありますか。（項目⑦） 

回答 11： 労働安全衛生法により、事業者には、機械設備を使用して作業を行う場

合に機械の動作範囲に身体の部位が入らないよう、柵や覆いなどを設ける

こと、火災、爆発の危険性のある物を取り扱う場合に換気を行う、火気を

使用しないなど、作業に伴う危険を防止するため必要な措置を講ずること

が義務付けられています。 

      また、ガス、粉じん、騒音、振動、精密作業、廃液などによる健康障害

を防止するための必要な措置も義務付けられています。 

 

     【根拠法令】 

      ・労働安全衛生法第 20 条及び第 22 条 事業者の講ずべき措置等 

 

 

質問 12： 雇入れ時及び作業内容の変更時に実施する安全衛生教育とは、どのよう

なものですか。（項目⑧） 
 

回答 12： 労働安全衛生法により、事業者は、雇入れ時及び作業内容の変更時に、

労働者に対して資格取得や講習などの安全衛生教育を実施することが義務

付けられております。 

具体的な内容は、以下のとおりです。 

     ① 機械等、原材料等の危険性又は有害性及びこれらの取扱い方法に関す

ること。 

     ② 安全装置、有害物抑制装置又は保護具の性能及びこれらの取扱い方法

に関すること。 

     ③ 作業手順に関すること。 

④ 作業開始時の点検に関すること。 

     ⑤ 当該業務に関して発生するおそれのある疾病の原因及び予防に関する

こと。 

     ⑥ 整理、整頓及び清潔の保持に関すること。 

     ⑦ 事故時等における応急措置及び退避に関すること。 

     ⑧ その他、当該業務に関する安全又は衛生のために必要な事項 
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     【根拠法令】 

      ・労働安全衛生法第 59 条  安全衛生教育 

      ・労働安全衛生規則第 35 条 雇入れ時等の教育 

 

 

質問 13： パートやアルバイトの従業員も、健康診断を受けさせる義務があります

か。（項目⑨） 
 

回答 13： 労働安全衛生法により、事業者は、常時使用する労働者に対して、１年

に１回、定期健康診断を行わなければならないとされています。 

      この場合の「常時使用する労働者」とは、以下の条件を満たす従業員が

該当しますので、事業者は、この条件を満たすパート従業員に対して、健

康診断を受けさせなければなりません。 

 

     【常時使用する労働者】 

      ・雇用期間の定めがないこと。雇用期間の定めはあるが契約期間が１年

（特定業務従事者については６か月）以上の者、契約の更新により１

年以上使用される予定の者、契約の更新により１年以上引き続き使用

されている者。 

      ・１週間の所定労働時間が、同種の業務に従事する正社員の４分の３以

上であること。 

 

     【根拠法令】 

・労働安全衛生法第 66 条  健康診断 

・労働安全衛生規則第 43 条 雇入時の健康診断 

・労働安全衛生規則第 44 条 定期健康診断 
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質問 14： ストレスチェックとは、どのような検査ですか。（項目⑩） 

回答14： 労働安全衛生法により、労働者が 50人以上いるすべての事業所に対して、

ストレスチェックの実施が義務付けられています。 

     ストレスチェックでは、労働者がストレスに関する質問票に答え、それを

集計・分析することで、自分のストレスがどのような状態にあるのかを調べ

ることができます。 

     使用する質問票は、以下の内容が含まれていればよいとされていますが、

どのようにすればよいか分からない場合は、厚生労働省が提供している「厚

生労働省版ストレスチェック実施プログラム」を参考にしてください。 

 

    【質問するべき項目】 

① ストレスの原因に関すること。 

② ストレスによる心身の自覚症状に関すること。 

③ 労働者に対する周囲のサポートに関すること。 

 

    【根拠法令】 

・労働安全衛生法第 66 条の 10  心理的な負担の程度を把握するための

検査等 

・労働安全衛生規則第 52 条の９ 心理的な負担の程度を把握するための 

検査の実施方法 

 

 

質問 15： 毎月の賃金の支払いを口座振込にするためには、どのような条件が必要

ですか。（項目⑪） 
 

回答 15： 毎月の賃金支払いを口座振込にするためには、労働者に対して、以下の

条件を満たす必要があります。 

    ① 労働者の同意を得ること。 

    ② 労働組合等との協定を締結すること。 

    ③ 賃金の支払いに関する明細書を交付すること。 

    ④ 労働者の指定する本人名義の預貯金口座に振り込むか、証券総合口座に

払い込むこと。 

    ⑤ 労働者が所定の賃金支払日の午前 10 時頃までに賃金の全額を払い出せ

るようにすること。 

 



- 16 - 

 

     【根拠法令】 

      ・労働基準法第 24 条 賃金の支払 

 

 

質問 16： 時間外、休日及び深夜の割増賃金とは何ですか。（項目⑫） 
 

回答 16： 労働基準法では、使用者が労働者に対して、法定労働時間を超えて労働

させたり、休日や深夜に労働させた場合、通常の賃金額に加えて以下の割

増率で計算した割増賃金を支払わなければならないと定めています。 

      なお、時間外労働が深夜業となった場合や、休日労働が深夜業となった

場合は、それぞれの割増率を加算した率を適用します。 

   

     【割増率】 

      ① 法定労働時間（１日８時間以内かつ１週 40 時間以内）を超える時間

外労働をさせた場合の割増率           ⇒ 25％以上 

(月 60 時間を超えた時間外労働の超えた部分    ⇒ 50％以上)※ 

      ② 深夜時間帯（午後 10 時から午前５時までの間）に労働させた場合の

割増率                    ⇒ 25％以上 

③ 法定の休日（週１日または４週４日）に労働させた場合の割増率 

⇒ 35％以上 

④ 時間外労働が深夜時間帯に及んだ場合の割増率  ⇒ 50％以上 

(月 60 時間を超えた時間外労働の超えた部分    ⇒ 75％以上)※ 

⑤ 休日労働が深夜時間帯に及んだ場合の割増率   ⇒ 60％以上 

 

※ 月 60 時間を超えた時間外労働の割増賃金率引上げについて、中小企

業への適用は、2023 年３月 31 日まで猶予されます。 

 

     【根拠法令】 

      ・労働基準法第 37 条  時間外、休日及び深夜の割増賃金 

・労働基準法第 138 条 中小企業への猶予措置 
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質問 17： 従業員の賃金が地域別最低賃金以上か否かをどのように確認すればよい

ですか。（項目⑬） 
 

回答 17： 最低賃金法により、使用者は、最低賃金の適用を受ける労働者に対して、

その最低賃金額以上の賃金を支払わなければならないとされています。 

     個々の従業員の賃金が愛知県の地域別最低賃金以上か否かを確認するた

めには、賃金の総額から賞与、時間外勤務手当、通勤手当、家族手当など臨

時に支払われる手当を控除した金額を労働時間数で除して、１時間当たりの

単価を算出する必要があります。 

     実際の計算方法は、添付資料３または愛知県ホームページ「愛知県公契約

条例」内にある「最低賃金以上か否かの確認方法」を参照してください。 

 

    【根拠法令】 

     ・最低賃金法第４条 最低賃金の効力 

 

 

質問 18： 労働環境改善の取組にはどのようなものを記入すればよいですか。  

（項目⑭） 

回答 18： 労働環境改善の取組については、現場事務所にグリーンカーテンを設置

する、休憩所を整頓する、トイレに生花を飾るなど、些細なことでも構い

ませんので、どんどん積極的に記入してください。 
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第３章 賃金単価及び報酬単価の報告 
 

 

質問１： なぜ賃金単価を報告しなければならないですか。県は報告をどのように活

用するのですか。 
 

回答１： 公契約条例の理念である労働者が安心して働くことができる社会を実現す

るためには、適正な賃金が支給されることが重要となります。そのため、事

業者から賃金の実態を報告していただき、労働者への賃金支払状況を県が継

続的に把握することで、今後の施策に役立ててまいります。 

     なお、報告いただいたデータを上記の目的以外に使用することはありませ

ん。 

 

 

質問２： 賃金単価及び報酬単価を報告しなければならない事業者の対象範囲はどこ

までですか。 
 

回答２： 賃金単価の報告は、労働環境報告書と同様に、下請及び再委託を含む公契

約に関わる事業者のうち、一人親方以外の事業者が対象となります。 

     報酬単価の報告は、一人親方の事業者が対象となります。 

 

 

質問３： 賃金単価の報告の対象となる労働者の範囲はどこまでですか。 
 

回答３： 賃金単価の報告は、労働環境報告書と同様に県との契約の履行に係る作業

現場に従事する労働者が対象となります。一方で、作業現場で従事しない総

務や営業の方は報告の対象外となります。 

 

 

質問４： 賃金単価及び報酬単価の報告はいつまでに提出すればよいですか。 
 

回答４： いずれの報告も、業務着手後最初の１か月に係る単価を３か月以内に提出

してください。 
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質問５： 賃金単価及び報酬単価の報告はどのように行えばよいですか。 

 

回答５： 賃金単価等（一人親方の場合は報酬単価等）については、パソコンやスマ

ートフォンを使用して、愛知県電子申請・届出システムの報告画面に入力し

て提出してください。 

     報告手順は、以下のとおりです。 

 

＜報告手順＞ 

①  インターネットから  愛知県 賃金単価 報告  で検索し、「賃金単価

及び報酬単価の報告 - 愛知県」をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  「賃金単価及び報酬単価の報告」画面が開きます。 

      一人親方以外の事業者は「賃金単価の報告画面」を、一人親方の事業者

は「報酬単価の報告画面」をクリックしてください。 
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（以下、工事請負契約の賃金単価の報告を例に示します。） 

 

    ③ 県と元請事業者との契約名が表示されますので、該当する契約名をクリ

ックしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ④ 「愛知県電子申請・届出システム」の画面が開きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○○○○工事 

△△△△工事 

□□□□工事 
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    ⑤ 画面を下にスクロールして「事業者名」、「所属（担当）名」、「担当者氏

名」、「連絡先電話番号」を入力してください。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ⑥ 報告事項１に、「職種」、「従事人数」、「賃金単価の平均額」、「賃金単価

の最低額」を入力してください。複数の職種がある場合は、報告事項２以

降にも順次入力（職種ごとに報告）してください。 

※ 職種は、国が定める公共工事設計労務単価 51 職種から選択して記載してください。 

※ 職種が 11 以上にまたがる場合は、２回に分けて送信してください。 

※ 一人親方の事業者は、「職種」、「請負金額」、「経費の合計額」、「作業日数」、「報酬単価」

を入力してください。 
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 ⑦ すべての入力が完了したら、画面を一番下にスクロールして「確認へ

進む」をクリックしてください。 

※ 入力データを一時保存するときは、「申込データの一時保存」をクリックし、入力を再

開するときは、「一時保存した申込データの読込み」をクリックしてください。（スマ

ートフォンを利用する場合は、一時保存の機能はありませんので、注意してください。） 

 

 

 

 

 

 

    ⑧ 確認画面が表示されますので、入力内容を確認してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ⑨ 入力内容が正しいことを確認しましたら、画面を一番下にスクロールし

て「申込む」をクリックしてください。 

 

 

 

    ⑩ 申込完了画面が表示されます。これで入力完了です 

 

  



- 23 - 

 

質問６： 工事請負契約において区分する 51 職種とは何ですか。 
 

回答６： 工事請負契約に係る賃金単価及び報酬単価については、国土交通省及び農

林水産省が毎年定める「公共工事設計労務単価」で区分される 51 職種のい

ずれに該当するかを選択し、職種ごとにまとめて報告していただく必要があ

ります。 

     具体的な職種名は、以下のとおりです。 

 

【公共工事設計労務単価で区分される 51 職種】 

      

01 

02 

03 

04 

05 

06 

07 

08 

09 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

特殊作業員 

普通作業員 

軽作業員 

造園工 

法面工 

とび工 

石工 

ブロック工 

電工 

鉄筋工 

鉄骨工 

塗装工 

溶接工 

運転手（特殊） 

運転手（一般） 

潜かん工 

潜かん世話役 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

さく岩工 

トンネル特殊工 

トンネル作業員 

トンネル世話役 

橋りょう特殊工 

橋りょう塗装工 

橋りょう世話役 

土木一般世話役 

高級船員 

普通船員 

潜水士 

潜水連絡員 

潜水送気員 

山林砂防工 

軌道工 

型わく工 

大工 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

左官 

配管工 

はつり工 

防水工 

板金工 

タイル工 

サッシ工 

屋根ふき工 

内装工 

ガラス工 

建具工 

ダクト工 

保温工 

建築ブロック工 

設備機械工 

交通誘導警備員Ａ 

交通誘導警備員Ｂ 

 

 

質問７： 複数の職種が該当する場合はどうすればよいですか。 
 

回答７： 労働者が複数の職種に該当する場合は、従事した日数が最も長いなど、主

たる作業に該当する１職種を選択してください。 
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質問８： 51 職種のどの職種に該当するか判断に迷う場合はどうすればよいですか。 
 

回答８： 51 職種のどの職種に該当するか判断に迷う場合は、添付資料４、５、６

または愛知県ホームページ「賃金単価及び報酬単価の報告」内にある「職種

の分類について」、「職種と世話役、一般技能労働者、作業員の対応関係」、

「公共事業労務費調査の対象職種の定義及び作業内容」を参照してください。 

     それでも該当する職種が分からない場合は、職種の欄に具体的な作業内容

を入力してください。 

 

 

質問９： １日当たりの賃金単価の平均額は、どのように算出すればよいですか。 
 

回答９： 「賃金単価の平均額」欄には、以下の方法により算出した金額を入力して

ください。 

     実際の計算方法は、添付資料７または愛知県ホームページ「愛知県公契約

条例」内にある「賃金（報酬）単価の算出例」を参照してください。 

     

【賃金単価の平均額の計算方法（月給制の場合）】 

     ① 個々の従業員の月額賃金から時間外勤務手当、休日・夜間勤務手当を

除外して、職種ごとに足し合わせます。 

     ② ①の額を月間労働日数（21 日）で割り、さらにその額を従事人数で

割り、給与の平均額（Ａ）を算出します。 

     ③ 個々の従業員の賞与を職種ごとに足し合わせます。 

     ④ ③の額を年間労働日数（245 日）で割り、さらにその額を従事人数で

割り、賞与の平均額（Ｂ）を算出します。 

     ⑤ ＡとＢの合計額が、賃金単価の平均額となります。  
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質問 10： １日当たりの報酬単価は、どのように算出すればよいですか。 
 

回答 10： 「報酬単価」欄には、以下の方法により算出した金額を入力してくださ

い。 

      実際の計算方法は、添付資料７または愛知県ホームページ「愛知県公契

約条例」内にある「賃金（報酬）単価の算出例」を参照してください。 

 

     【報酬単価の計算方法】 

      ① 請負金額から、材料費、燃料費、外注工費など、経費の合計額を差

し引きます。 

      ② ①の額を作業に要した日数で割った額が、報酬単価となります。 

 

 

質問 11： パソコンやスマートフォンがない場合は、どのように報告すればよいで

すか。 
 

回答 11： パソコンやスマートフォンがない場合は、紙様式に記入していただき、

郵便またはファクシミリにより愛知県会計局管理課に直接提出してくださ

い。 

      様式は、県との契約者（元請事業者）から入手していただくか、愛知県

会計局管理課あてに請求してください。 

 

     ＜報告書様式の請求先及び提出先＞ 

      〒460-8501 

       名古屋市中区三の丸三丁目１番２号 

       愛知県会計局管理課会計企画・調整グループ 

       電話（直通） 052-954-6653 

       ファクシミリ 052-954-6952 

       メ ー ル  kaikeikanri@pref.aichi.lg.jp 

  

mailto:kaikeikanri@pref.aichi.lg.jp
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労 働 環 境 報 告 書 

区分 項                  目 回答 

労働 

条件 

① 賃金、労働時間、その他の労働条件を各労働者に書面で明示していますか。  

② 常時使用する労働者が 10人以上の場合に、就業規則を作成し、所轄の労働基準監
督署長に届け出るとともに、作業場の見やすい場所に常時掲示するなど、法令に従っ
た方法で労働者に周知していますか。 
（常時使用する労働者が 10 人未満の場合は、「／」を記入してください。） 

 

③ 法定労働時間（１日８時間以内かつ１週 40時間以内）を超えて労働時間の延長ま
たは休日労働を行わせる場合に、所轄の労働基準監督署長に時間外・休日労働協定
（36協定）を届け出ていますか。（時間外労働の上限は、原則として月 45 時間・年
360 時間（建設事業は、2024 年４月１日から上限規制を適用）） 
（労働時間の延長または休日労働を行わない場合は、「／」を記入してください。） 

 

④ 法定の年次有給休暇を付与していますか。（年次有給休暇は、雇入れの日から６か
月間継続勤務し、８割以上出勤した労働者に対して 10日付与され、その後は継続勤
務年数に応じて最大 20日まで付与されます。また全ての使用者は、労働者に対する
年５日の年次有給休暇の確実な取得が義務付けられています。） 

 

⑤ 労働者名簿及び賃金台帳を整備し、健康管理上、労働者の労働時間の状況を客観
的に把握していますか。 

 

安全 

衛生 

⑥ 事業場ごとに次の者を選任していますか。 
･常時使用する労働者が 50 人以上…安全管理者(一部業種のみ)､衛生管理者､産業医 
･常時使用する労働者が 10 人以上 50 人未満…安全衛生推進者又は衛生推進者 
（常時使用する労働者が 10 人未満の場合は、「／」を記入してください。） 

 

⑦ 機械等による負傷や粉じん等に起因する疾病などの労働災害を防止する措置を
行っていますか。 

 

⑧ 雇入れ時及び労働者の作業内容を変更したときは、従事する業務に関する安全衛
生教育を行っていますか。 

 

⑨ 雇入れ時及びその後１年に１回、定期に健康診断を行っていますか。  

⑩ １年に１回、定期に心理的なストレスを把握するための検査（ストレスチェック）
を行っていますか。（常時使用する労働者が 50 人未満であり、かつ検査を行ってい
ない場合は、「／」を記入してください。） 

 

賃金 

⑪ 賃金を通貨で全額、労働者に直接、毎月１回以上、一定の期日に支払っています
か。（口座振込を含む。） 

 

⑫ 時間外労働、休日労働及び深夜業の割増賃金を法令どおり支払っていますか。（時
間外又は深夜:２割５分以上、休日:３割５分以上、時間外かつ深夜:５割以上、休日
かつ深夜:６割以上、月 60 時間を超える時間外の超えた部分：５割以上（中小企業
は 2023 年 3 月 31 日まで２割５分以上）） 

 

⑬ 愛知県の地域別最低賃金以上の賃金を支払っていますか。  

取組 

事例 

⑭ 労働環境の改善に向けた積極的な取組があれば、具体的に記入してください。 
 

※ 「回答」欄には、「○」または「×」、該当しない場合は「／」を記入してください。 
 
                    殿 

当該業務の労働環境について、上記のとおり報告します。 

  年  月  日 

         契  約  名                              

         所  在  地                              
         商号又は名称                              
         代表 者氏 名                              
 
         担当者連絡先                  
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（所属名、氏名、電話番号） 

様式第１（第３条関係） 添付資料１ 
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② 周知の方法については、掲示のほかに以下の方法

によることも認められています。

ア 作業現場に備え付ける。

イ 書面で労働者に交付する。

ウ 労働者が規則の内容を常時確認できるパソコン等

の機器を設置する。③ １日７時間勤務の労働者が１時間の残業を行う場合

は、８時間以内の労働であり、法定労働時間を超える

労働とはなりません。

④ パートやアルバイトなどの短時間労働者に対しても、

各月の所定労働日数に応じて年次有給休暇を与える

必要があります。

⑧ 機械の危険性に関すること、原材料の有害性に関

すること、安全装置の取り扱いなどについて教育を実

施する必要があります。

⑥ 常時５０人以上の労働者を使用する事業場は、衛生

管理者及び産業医を選任する必要があります。このう

ち、建設業、清掃業、製造業、電気業、ガス業、水道業

などでは衛生管理者のほかに安全管理者を選任する

必要があります。

また、常時１０人以上５０人未満の労働者を使用する

事業場は、安全衛生推進者または衛生推進者を選任

する必要があります。

⑬ 最低賃金法に規定する最低賃金額以上の賃金を

労働者に支払わなければなりません。

（地域別最低賃金の額が決定又は改正されたとき

は公示されますので、注意してください。）

担当者の所属名、氏名、電話番号を必ず記入してくだ

さい。

⑭ 労働環境の改善に向けた取組を記入してください。

例１） 現場事務所にシャワートイレを設置。

例２） 休憩所にウォーターサーバーを設置。

⑫ 労働基準法が規定する割増賃金は、以下のとおりで

す。

ア 時間外労働

法定労働時間（１日８時間以内かつ１週４０時間以

内）を超えて労働させた場合は、通常の賃金額の２割

５分以上（※月６０時間を超えた部分は５割以上）の

割増率で計算した賃金を支払わなければなりません。

イ 深夜業

深夜時間帯（午後１０時から午前５時までの間）に労

働させた場合は、通常の賃金額の２割５分以上の割

増率で計算した賃金を支払わなければなりません。

ウ 休日労働

法定の休日（週１日又は４週４日）に労働させた場合

は、通常の賃金額の３割５分以上の割増率で計算し

た賃金を支払わなければなりません。

エ 時間外労働かつ深夜業

時間外労働が深夜時間帯に及んだ場合は、通常の

賃金額の５割以上（※月６０時間を超えた部分は７割

５分以上）の割増率で計算した賃金を支払わなけれ

ばなりません。

オ 休日労働かつ深夜業

休日労働が深夜時間帯に及んだ場合は、通常の賃

金額の６割以上の割増率で計算した賃金を支払わ

なければなりません。

（※）中小企業の場合、月６０時間を超える時間外労働

の法定割増賃金率は、２０２３年４月１日から適用

されます。

⑩ 常時50 人以上の労働者を使用する事業場は、契

約期間が１年未満の労働者や、労働時間が通常の

労働者の所定労働時間の４分の３未満の短時間労

働者を除くすべての労働者に対して、ストレスチェッ

クを行う必要があります。

⑦ 労働災害を防止する措置の例

例１） 機械の動作範囲に身体の部位が入らないように

するため、柵や覆いなどを設ける。

例２） 火災、爆発の危険性のある物を取り扱う際に換

気を行う、火気を使用しないなどの措置を取る。

≪ 労 働 環 境 報 告 書 の 記 入 に 関 す る 注 意 事 項 ≫

① 賃金、労働時間以外では、労働契約期間、就業場

所、従事すべき業務などを書面で明示する必要があ

ります。

⑤ 労働者名簿は、日々雇い入れられる者を除く各労働

者について、事業場ごとに作成し、労働者の氏名、生

年月日、履歴などを記載する必要があります。

併せて賃金台帳も、事業場ごとに作成し、賃金支払

の都度、遅滞なく賃金の額や労働時間などを記載する

必要があります。

※ 一人親方の場合は、提出する必要はありません。

添付資料２
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労 働 環 境 報 告 書 

区分 項                  目 回答 

労働 

条件 

① 賃金、労働時間、その他の労働条件を各労働者に書面で明示していますか。  

② 常時使用する労働者が 10 人以上の場合に、就業規則を作成し、所轄の労働基準監
督署長に届け出るとともに、作業場の見やすい場所に常時掲示するなど、法令に従
った方法で労働者に周知していますか。 
（常時使用する労働者が 10 人未満の場合は、「／」を記入してください。） 

 

③ 法定労働時間（１日８時間以内かつ１週 40 時間以内）を超えて労働時間の延長ま
たは休日労働を行わせる場合に、所轄の労働基準監督署長に時間外・休日労働協定
（36 協定）を届け出ていますか。（時間外労働の上限は、原則として月 45 時間・年
360 時間（建設事業は、2024 年４月１日から上限規制を適用）） 
（労働時間の延長または休日労働を行わない場合は、「／」を記入してください。） 

 

④ 法定の年次有給休暇を付与していますか。（年次有給休暇は、雇入れの日から６か
月間継続勤務し、８割以上出勤した労働者に対して 10 日付与され、その後は継続勤
務年数に応じて最大 20 日まで付与されます。また全ての使用者は、労働者に対する
年５日の年次有給休暇の確実な取得が義務付けられています。） 

 

⑤ 労働者名簿及び賃金台帳を整備し、健康管理上、労働者の労働時間の状況を客観
的に把握していますか。 

 

安全 

衛生 

⑥ 事業場ごとに次の者を選任していますか。 
･常時使用する労働者が 50 人以上…安全管理者(一部業種のみ)､衛生管理者､産業医 
･常時使用する労働者が 10 人以上 50 人未満…安全衛生推進者又は衛生推進者 
（常時使用する労働者が 10 人未満の場合は、「／」を記入してください。） 

 

⑦ 機械等による負傷や粉じん等に起因する疾病などの労働災害を防止する措置を行
っていますか。 

 

⑧ 雇入れ時及び労働者の作業内容を変更したときは、従事する業務に関する安全衛
生教育を行っていますか。 

 

⑨ 雇入れ時及びその後１年に１回、定期に健康診断を行っていますか。  

⑩ １年に１回、定期に心理的なストレスを把握するための検査（ストレスチェック）
を行っていますか。（常時使用する労働者が 50 人未満であり、かつ検査を行ってい
ない場合は、「／」を記入してください。） 

 

賃金 

⑪ 賃金を通貨で全額、労働者に直接、毎月１回以上、一定の期日に支払っています
か。（口座振込を含む。） 

 

⑫ 時間外労働、休日労働及び深夜業の割増賃金を法令どおり支払っていますか。（時
間外又は深夜:２割５分以上、休日:３割５分以上、時間外かつ深夜:５割以上、休日
かつ深夜:６割以上、月 60 時間を超える時間外の超えた部分：５割以上（中小企業
は 2023 年 3 月 31 日まで２割５分以上）） 

 

⑬ 愛知県の地域別最低賃金以上の賃金を支払っていますか。  

取組 

事例 

⑭ 労働環境の改善に向けた積極的な取組があれば、具体的に記入してください。 
 

※ 「回答」欄には、「○」または「×」、該当しない場合は「／」を記入してください。 
 
                    殿 

当該業務の労働環境について、上記のとおり報告します。 

  年  月  日 

         契  約  名                              

         所  在  地                              
         商号又は名称                              
         代 表 者 氏 名                              
 
         担当者連絡先                

（所属名、氏名、電話番号） 
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最低賃金以上か否かの確認方法 

１ 最低賃金の比較対象となる賃金 

従業員の賃金が最低賃金以上かどうか比較する際に計算の対象となるのは、

毎月支払われる基本的な賃金であり、賞与、時間外勤務手当、通勤手当、家

族手当など臨時に支払われる手当等は除外されます。実際に除外される手当

等は以下のとおりです。 

＜除外される手当等＞ 
  ・臨時に支払われる賃金（結婚手当など） 
  ・１か月を超える期間ごとに支払われる賃金（賞与） 
  ・時間外勤務手当 
  ・休日出勤手当 
  ・深夜勤務手当 
  ・精勤手当、皆勤手当 
  ・通勤手当 
  ・家族手当 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
２ 最低賃金以上か否かを確認する方法 

支払われる賃金が最低賃金以上となっているか否かを調べるには、以下の

方法で確認します。 
・月給制の場合 

月給÷１か月平均の所定労働時間 ≧ 地域別最低賃金 
※所定労働時間とは、休憩時間を除く始業時刻から終業時刻までの時間

を言います。 
・日給制の場合 

日給÷１日の所定労働時間 ≧ 地域別最低賃金 
・時間給制の場合 

時間給 ≧ 地域別最低賃金 
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３ 確認例 

（１）Ａさんの例（月給制） 

  ・年間所定労働日数     250 日 

  ・１日の所定労働時間 ７時間 30 分 

  ・基本給        250,000 円（月給） 

  ・特殊勤務手当      15,000 円（月額） 

  ・資格手当        10,000 円（月額） 

  ・住宅手当        8,000 円（月額） 

  ・地域手当        7,000 円（月額） 

【１時間当たりの賃金単価】 

   ① 月額制の基本給、各種手当をすべて合算します。 

     （250,000 円＋15,000 円＋10,000 円＋8,000 円＋7,000 円） 

 ＝ 290,000 円 

   ② ①の額を１か月の平均労働時間で割り、１時間当たりの賃金単価を

算出します。 

      290,000 円÷（7.5 時間×250 日÷12 か月） 

 ＝ 1,856 円 ＞ 地域別最低賃金 

 
（注１）年間所定労働日数とは、就業規則等で定める休日、休暇を除く１年間

の労働日数を言います。 

（注２）１日の所定労働時間とは、就業規則等で定める休憩時間を除く始業時

刻から終業時刻までの時間を言います。 

（注３）１円未満の端数は四捨五入します。 

 
 
 
（２）Ｂさんの例（日給制） 

  ・年間労働日数            200 日 

  ・１日の所定労働時間    ７時間 

  ・実績給          12,000 円（日給） 

  ・実物給与（食事の支給） 1,000 円（日額） 
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  ・特殊勤務手当      15,000 円（月額） 

  ・資格手当        10,000 円（月額） 

【１時間当たりの賃金単価】 

   ① 日額の賃金を１時間当たりの賃金に換算します。 

     （12,000 円＋1,000 円）÷７時間 ＝ 1,857 円 

   ② 月額で支払われる手当の額を１か月の平均労働時間で割り、１時間

当たりの賃金に換算します。 

     （15,000 円＋10,000 円）÷（７時間×200 日÷12 か月） 

＝ 214 円 

   ③ ①の額と②の額を合算し、１時間当たりの賃金単価を算出します。 

      1,857 円＋214 円 ＝ 2,071 円 ＞ 地域別最低賃金 

 

（注１）１日の所定労働時間とは、雇用契約等で定める休憩時間を除く始業時

刻から終業時刻までの時間を言います。 

（注２）１円未満の端数は四捨五入します。 

 

 

 

（３）Ｃさんの例（時間給制） 

  ・１日の所定労働時間    ６時間 

  ・実績給           1,800 円（時給） 

  ・実物給与（食事の支給） 1,000 円（日額） 

【１時間当たりの賃金単価】 

   ① 日額の賃金を１時間当たりの賃金に換算します。 

      1,000 円÷６時間 ＝ 167 円 

   ② 時給単価に①の額を合算し、１時間当たりの賃金単価を算出します。 

      1,800 円＋167 円 ＝ 1,967 円 ＞ 地域別最低賃金 

 

（注１）１日の所定労働時間とは、雇用契約等で定める休憩時間を除く始業時

刻から終業時刻までの時間を言います。 

（注２）１円未満の端数は四捨五入します。 
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職 種 の 分 類 に つ い て 
 

１ 職種の構成 

国土交通省及び農林水産省が定める公共工事設計労務単価の５１職種は、技能・

技術の程度に応じて、世話役、一般技能労働者、作業員に分類されます。 

世話役とは、相当程度の技術を有し、もっぱら指導的な業務を行う労働者が該当

します。世話役が設けられている職種では、以下の注意点に従って分類してくださ

い。 

一般技能労働者とは、相当程度の技能を有し、主体的に業務を行う労働者が該当

します。したがって、相当程度の技能を有する労働者については、普通作業員、軽

作業員、トンネル作業員に分類しないように注意してください。 

作業員とは、各種作業において補助的に業務を行う労働者が該当します。 

それぞれの職種との対応関係については、別紙「職種と世話役、一般技能労働者、

作業員の対応関係」を参照してください。また、５１職種の定義及び作業内容につ

いては、別紙「公共事業労務費調査の対象職種の定義及び作業内容（国土交通省発

表資料から抜粋）」を参照してください。 

 

２ 注意事項 

職種の選択にあたっては、事業所で使用している名称にとらわれず、以下の内容

に注意してください。 

ア 世話役が設けられている職種では、世話役と一般技能労働者のどちらに該当す

るか判断してください。 

イ 作業員が設けられている職種では、一般技能労働者と作業員のどちらに該当す

るか判断してください。 

ウ 作業分担及び作業内容の指示、指導、監督等を行う労働者は、世話役に分類し

てください。 

エ 一般的な作業を自ら行いつつ、率いている班等に所属する労働者の指導、監督

等を主たる業務とする労働者は、世話役に分類してください。 

オ 他の労働者への指導、監督等を日常的には行っていない、行っているとしても

労働時間の管理等に限定される労働者は、一般技能労働者に分類してください。 

カ 複数の職種に従事する場合は、従事した日数が長い等、主に従事した作業が該

当する職種を選択してください。 
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職種と世話役、一般技能労働者、作業員の対応関係 

区 分 
土 木 

関係職種 

潜 か ん 

関係職種 

橋りょう 

関係職種 

建築専門 

関係職種 

塗 装 

関係職種 

トンネル 

関係職種 

港 湾 

関係職種 

潜 水 

関係職種 
交通誘導員 

世話役 

25 土木一般

世話役 

17 潜かん 

世話役 

24 橋りょう

世話役 

34 大工 

35 左官 

36 配管工 

37 はつり工 

38 防水工 

39 板金工 

40 タイル工 

41 サッシ工 

42 屋根ふき

工 

43 内装工 

44 ガラス工 

45 建具工 

46 ダクト工 

47 保温工 

48 建築ブロ 

ック工 

49 設備機械

工 

 

12 塗装工 

23 橋りょう

塗装工 

21 トンネル

世話役 

26 高級船員 28 潜水士 

29 潜水連絡

員 

30 潜水送気 

員 

 

 

50 交通誘導

警備員Ａ 

51 交通誘導

警備員Ｂ 

 

 

一 般 

技 能 

労働者 

01 特殊作業

員 

04 造園工 

05 法面工 

06 とび工 

07 石工 

08 ブロック

工 

09 電工 

10 鉄筋工 

11 鉄骨工 

13 溶接工 

14 運転手 

（特殊） 

15 運転手 

（一般） 

18 さく岩工 

31 山林砂防

工 

32 軌道工 

33 型わく工 

16 潜かん工 22 橋りょう

特殊工 

19 トンネル

特殊工 

27 普通船員 

 

 

作業員 

02 普通作業員 

03 軽作業員 

 

20 トンネル

作業員 
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調査対象職種の定義・ 作業内容

職 種 定 義 ・ 作 業 内 容

01 特 殊 作 業 員  相当程度の技能および高度の肉体的条件を有し 、 主と し て次に掲げる作業に

ついて主体的業務を行う も の

a. 軽機械（ 道路交通法第84条に規定する運転免許なら びに労働安全衛生法第

61条第1項に規定する免許、 資格および技能講習の修了を必要と せず、 運

転および操作に比較的熟練を要し ないも の） を運転または操作し て行う 次

の作業

イ ． 機械重量3t未満のブルド ーザ・ ト ラ ク タ （ ク ローラ 型） ・ バッ ク ホウ

（ ク ローラ 型） ・ ト ラ ク タ ショ ベル（ ク ローラ 型） ・ レーキド ーザ・ タ

イ ヤド ーザ等を運転または操作し て行う 土砂等の掘削、 積込みまたは運

搬

ロ． 吊上げ重量1t未満のク ローラ ク レーン、 吊上げ重量5t未満のウインチ等

を運転または操作し て行う 資材等の運搬

ハ． 機械重量3t未満の振動ローラ （ 自走式） 、 ラ ンマ、 タ ンパ等を運転また

は操作し て行う 土砂等の締固め

ニ． 可搬式ミ キサ、 バイブレータ 等を運転または操作し て行う コ ンク リ ート

の練上げおよび打設

ホ． ピッ ク ブレーカ等を運転または操作し て行う コ ンク リ ート 、 舗装等のと

り こ わし

ヘ． 動力草刈機を運転または操作し て行う 機械除草

ト ． ポンプ、 コ ンプレッ サ、 発動発電機等の運転または操作

チ． コ ンク リ ート カッ タ ー、 コ アボーリ ングマシンの運転または操作

b. 人力による合材の敷均し および舗装面の仕上げ

c. ダム工事において、 グリ ズリ ホッ パ、 ト リ ッ パ付ベルト コ ンベア、 骨材洗

浄設備、 振動スク リ ーン、 二次・ 三次破砕設備、 製砂設備、 骨材運搬設備

（ 調整ビン機械室） を運転または操作し て行う 骨材の製造、 貯蔵または運

搬

d. コ ンク リ ート ポンプ車の筒先作業

 その他、 相当程度の技能および高度の肉体的条件を有し 、 各種作業について

必要と さ れる主体的業務を行う も の

02 普 通 作 業 員  普通の技能および肉体的条件を有し 、 主と し て次に掲げる作業を行う も の

a. 人力による土砂等の掘削、 積込み、 運搬、 敷均し 等

b. 人力による資材等の積込み、 運搬、 片付け等

c. 人力による小規模な作業（ たと えば、 標識、 境界ぐ い等の設置）

d. 人力による芝はり 作業（ 公園等の苑地を築造する工事における芝はり 作業

について主体的業務を行う も のを除く ）

e. 人力による除草

f . ダム工事での骨材の製造、 貯蔵または運搬における人力による木根、 不良

鉱物等の除去

 その他、 普通の技能および肉体的条件を有し 、 各種作業について必要と さ れ

る補助的業務を行う も の

03 軽 作 業 員  主と し て人力による軽易な次の作業を行う も の

a. 軽易な清掃または後片付け

b. 公園等における草むし り

c. 軽易な散水

d. 現場内の軽易な小運搬

e. 準備測量、 出来高管理等の手伝い

f . 仮設物、 安全施設等の小物の設置または撤去

g. 品質管理のための試験等の手伝い

 その他、 各種作業において主と し て人力による軽易な補助作業を行う も の

9

公共事業労務費調査の対象職種の定義及び作業内容（国土交通省発表資料から抜粋）
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職 種 定 義 ・ 作 業 内 容

04 造 園 工 造園工事について相当程度の技能を有し 、 主と し て次に掲げる作業について主体

的業務を行う も の

 樹木の植栽または維持管理

 公園、 庭園、 緑地等の苑地を築造する工事における次の作業

a. 芝等の地被類の植付け

b. 景石の据付け

c. 地ごし ら え

d. 園路または広場の築造

e. 池または流れの築造

f . 公園設備の設置

05 法 面 工 法面工事について相当程度の技能および高度の肉体的条件を有し 、 主と し て次に

掲げる作業について主体的業務を行う も の

a. モルタ ルコ ンク リ ート 吹付機または種子吹付機の運転

b. 高所・ 急勾配法面における、 ピッ ク ハンマ、 ブレーカによる法面整形また

は金網・ 鉄筋張り 作業

c. モルタ ルコ ンク リ ート 吹付け、 種子吹付け等の法面仕上げ

06 と び 工 高所・ 中空における作業について相当程度の技能および高度の肉体的条件を有

し 、 主と し て次に掲げる作業について主体的業務を行う も の

a. 足場または支保工の組立、 解体等（ コ ンク リ ート 橋または鋼橋の桁架設に

係るも のを除く ）

b. 木橋の架設等

c. 杭、 矢板等の打ち込みまたは引き抜き（ 杭打機の運転を除く ）

d. 仮設用エレベータ ー、 杭打機、 ウイ ンチ、 索道等の組立、 据付、 解体等

e. 重量物（ 大型ブロッ ク 、 大型覆工板等） の捲揚げ、 据付け等（ ク レーンの

運転を除く ）

f . 鉄骨材の捲揚げ（ ク レーンの運転を除く ）

07 石 工 石材の加工等について相当程度の技能および高度の肉体的条件を有し 、 主と し て

次に掲げる作業について主体的業務を行う も の

a. 石材の加工

b. 石積みまたは石張り

c. 構造物表面のはつり 仕上げ

08 ブ ロ ッ ク 工 ブロッ ク 工事について相当程度の技能を有し 、 積ブロッ ク 、 張ブロッ ク 、 連節ブ

ロッ ク 、 舗装用平板等の積上げ、 布設等の作業について主体的業務を行う も の

（ 48建築ブロッ ク 工に該当するも のを除く ）

09 電 工 電気工事について相当程度の技能かつ必要な資格を有し 、 建物なら びに屋外にお

ける、 受電設備、 変電設備、 配電線路、 電力設備、 発電設備、 通信設備等の工事

に関する、 主と し て次に掲げる作業について主体的業務を行う も の

a. 配線器具、 照明器具、 発電機、 通信機器、 盤類等の取付け、 据付けまたは

撤去

b. 電線、 電線管等の取付け、 据付けまたは撤去

「 必要な資格を有し 」 と は、 電気工事士法第3条に規定する以下の4つの資格

のいずれかの免状または認定証の交付を受けているこ と をいう 。

 第1種電気工事士

 第2種電気工事士

 認定電気工事従事者

 特殊電気工事資格者

10 鉄 筋 工 鉄筋の加工組立について相当程度の技能を有し 、 鉄筋コ ンク リ ート 工事における

鉄筋の切断、 屈曲、 成型、 組立、 結束等について主体的業務を行う も の
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職 種 定 義 ・ 作 業 内 容

11 鉄 骨 工 鉄骨の組立について相当程度の技能を有し 、 鉄塔、 鉄柱、 高層建築物等の建設に

おける鉄骨の組立、 H. T. ボルト 締めまたは建方および建方合番（ 相番） 作業につ

いて主体的業務を行う も の（ 工場製作に従事するも のおよび鋼橋の桁架設におけ

る作業、 鉄骨の組立に必要な足場も し く は支保工の組立、 解体等または鉄骨材の

捲揚げ作業に従事するも のを除く ）

12 塗 装 工 塗装作業について相当程度の技能を有し 、 塗料、 仕上塗材、 塗り 床等の塗装材料

を用い、 各種工法による塗装作業（ 塗装のための下地処理を含む） について主体

的業務を行う も の（ 塗装作業上必要と なる足場の組立または解体に従事するも の

および23橋り ょ う 塗装工に該当するも のを除く ）

13 溶 接 工 溶接作業について相当程度の技能を有し 、 酸素、 アセチレンガス、 水素ガス、 電

気その他の方法により 、 鋼杭、 鋼矢板、 鋼管、 鉄筋等の溶接（ ガス圧接を含む）

または切断について主体的業務を行う も の（ 工場製作に従事するも のを除く ）

14 運転手（ 特殊） 重機械（ 主と し て道路交通法第84条に規定する大型特殊免許または労働安全衛生

法第61条第1項に規定する免許、 資格も し く は技能講習の修了を必要と し 、 運転

および操作に熟練を要するも の） の運転および操作について相当程度の技能を有

し 、 主と し て重機械を運転または操作し て行う 次に掲げる作業について主体的業

務を行う も の

a. 機械重量3t以上のブルド ーザ・ ト ラ ク タ ・ パワーショ ベル・ バッ ク ホウ・

ク ラ ムシェ ル・ ド ラ グラ イン・ ローディ ングショ ベル・ ト ラ ク タ ショ ベ

ル・ レーキド ーザ・ タ イヤド ーザ・ スク レープド ーザ・ スク レーパ・ モー

タ スク レーパ等を運転または操作し て行う 土砂等の掘削、 積込みまたは運

搬

b. 吊上げ重量1t以上のク レーン装置付ト ラッ ク ・ ク ローラ ク レーン・ ト ラ ッ

ク ク レーン・ ホイールク レーン、 吊上げ重量5t以上のウイ ンチ等を運転ま

たは操作し て行う 資材等の運搬

c. ロード ローラ 、 タ イヤローラ 、 機械重量3t以上の振動ローラ （ 自走式） 、

スタ ビラ イザ、 モータ グレーダ等を運転または操作し て行う 土砂等のかき

なら し または締固め

d. コ ンク リ ート フ ィ ニッ シャ 、 アスフ ァ ルト フ ィ ニッ シャ 等を運転または操

作し て行う 路面等の舗装

e. 杭打機を運転または操作し て行う 杭、 矢板等の打込みまたは引抜き

f . 路面清掃車（ ブラ シ式フ ロント リ フ ト ダンプ） 、 除雪車（ 除雪グレーダ・

除雪ド ーザ・ ロータ リ 除雪車（ 30KW級ホイール以外） ） 等の運転または操

作

g. コ ンク リ ート ポンプ車の運転または操作（ 筒先作業は除く ）

15 運転手（ 一般） 道路交通法第84条に規定する運転免許（ 大型免許、 中型免許、 普通免許等） を有

し 、 主と し て機械を運転または操作し て行う 次に掲げる作業について主体的業務

を行う も の

a. 資機材の運搬のための貨物自動車の運転

b. も っ ぱら 路上を運行し て作業を行う 散水車、 ガード レール清掃車等の運転

c. 機械重量3t未満のト ラ ク タ （ ホイール型） ・ ト ラ ク タ ショ ベル（ ホイール

型） ・ バッ ク ホウ（ ホイール型） 等を運転または操作し て行う 土砂等の掘

削、 積込みまたは運搬

d. 吊上げ重量1t未満のホイールク レーン・ ク レーン装置付ト ラ ッ ク 等を運転

または操作し て行う 資材等の運搬

e. アスフ ァ ルト ディ スト リ ビュ ータ を運転または操作し て行う 乳剤の散布

f . 路面清掃車（ ブラ シ式フ ロント リ フ ト ダンプ以外） 、 除雪車（ 除雪ト ラ ッ

ク ・ 凍結防止剤散布車・ ロータ リ 除雪車（ 30KW級ホイール） ） 等の運転ま

たは操作

16 潜 か ん 工 加圧さ れた密室内における作業について相当程度の技能および高度の肉体的条件

を有し 、 潜かんまたはシールド （ 圧気） 内において土砂の掘削、 運搬等の作業を

行う も の
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17 潜かん世話役 加圧さ れた密室内における作業について相当程度の技術を有し 、 潜かん工事また

はシールド 工事（ 圧気） についても っ ぱら 指導的な業務を行う も の

18 さ く 岩 工 岩掘削作業について相当程度の技能および高度の肉体的条件を有し 、 爆薬および

さ く 岩機を使用する岩石の爆破掘削作業（ 坑内作業を除く ） について主体的業務

を行う も の

19 ト ンネル特殊工 ト ンネル坑内における作業について相当程度の技能および高度の肉体的条件を有

し 、 ト ンネル等の坑内における主と し て次に掲げる作業について主体的業務を行

う も の

a. 爆薬およびさ く 岩機を使用する爆破掘削

b. 支保工の建込、 維持、 点検等

c. アーチ部、 側壁部およびインバート のコ ンク リ ート 打設等

d. ずり 積込機、 バッ テリ ーカー、 機関車等の運転等

e. アーチ部および側壁部型わく の組立、 取付け、 除去等

f . シールド 工事（ 圧気を除く ） における各種作業

20 ト ンネル作業員 ト ンネル坑内における作業について普通の技能および肉体的条件を有し 、 ト ンネ

ル等の坑内における主と し て人力による次に掲げる作業を行う も の

a. 各種作業についての補助的業務

b. 人力による資材運搬等

c. シールド 工事（ 圧気を除く ） における各種作業についての補助的業務

21 ト ンネル世話役 ト ンネル坑内における作業について相当程度の技術を有し 、 も っ ぱら 指導的な業

務を行う も の

22 橋り ょ う 特殊工 橋り ょ う 関係の作業について相当程度の技能を有し 、 主と し て次に掲げる作業

（ 工場製作に係るも のおよび工場内における仮組立に係るも のを除く ） について

主体的業務を行う も の

a. PC橋の製作のう ち、 グラ ウト 、 シースおよびケーブルの組立、 緊張、 横締

め等

b. コ ンク リ ート 橋または鋼橋の桁架設および桁架設用仮設備の組立、 解体、

移動等

c. コ ンク リ ート 橋または鋼橋の桁架設に伴う 足場、 支保工等の組立、 解体等

23 橋り ょ う 塗装工 橋り ょ う 等の塗装作業について相当程度の技能を有し 、 橋り ょ う 、 水門扉等の塗

装、 ケレン作業等（ 工場内を含む） について主体的業務を行う も の

24 橋り ょ う 世話役 橋り ょ う 関係の作業について相当程度の技術を有し 、 も っ ぱら 指導的な業務を行

う も の（ 工場内作業を除く ）

25 土木一般世話役 土木工事および重機械の運転または操作について相当程度の技術を有し 、 も っ ぱ

ら 指導的な業務を行う も の（ 17潜かん世話役、 21ト ンネル世話役または24橋り ょ

う 世話役に該当するも のを除く ）

26 高 級 船 員 海面での工事における作業船（ 土運船、 台船等の雑船を除く ） の各部門の長また

は統括責任者をいい、 次に掲げる職名を標準と する

船長、 機関長、 操業長等（ 各会社が俗称と し て使用し ている水夫長、 甲板長等

を除く ）

以下の水面は、 海面に含める（ 27普通船員、 28潜水士、 29潜水連絡員および

30潜水送気員についても 同様）

 海岸法第3条により 指定さ れた海岸保全区域内の水面

 漁港法第5条により 指定さ れた漁港の区域内の水面

 港湾法第4条により 認可を受けた港湾区域内の水面

27 普 通 船 員 海面での工事における作業船（ 土運船、 台船等の雑船を含む） の船員で、 高級船

員以外のも の
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28 潜 水 士 潜水士免許を有し 、 海中の建設工事等のため、 潜水器を用いかつ空気圧縮機によ

る送気を受けて海面下で作業を行う も の

潜水器（ 潜水服、 靴、 カブト 、 ホース等） の損料を含む

「 潜水士免許」 と は、 労働安全衛生法第 61 条に規定する免許のこ と をいう

29 潜 水 連 絡 員 潜水士と の連絡等を行う も ので次に掲げる業務等を行う も の

a. 潜水士と 連絡し て、 潜降および浮上を適正に行わせる業務

b. 潜水送気員と 連絡し 、 所要の送気を行わせる業務

c. 送気設備の故障等により 危害のおそれがあると き直ちに潜水士に連絡する

業務

30 潜 水 送 気 員 潜水士への送気の調節を行う ための弁またはコ ッ ク を操作する業務等を行う も の

31 山 林 砂 防 工 山林砂防工事について相当程度の技能および高度の肉体的条件を有し 、 山地治山

砂防事業（ 主と し て山間遠かく 地の急傾斜地または狭隘な谷間における作業） に

従事し 、 主と し て次に掲げる作業を行う も の

a. 人力による崩壊地の法切、 階段切付け、 土石の掘削・ 運搬、 構造物の築造

等

b. 人力による資材の積込み、 運搬、 片付け等

c. 簡易な索道、 足場等の組立、 架設、 撤去等

d. その他各作業について必要と さ れる関連業務

32 軌 道 工 軌道工事および軌道保守について相当程度の技能および高度の肉体的条件を有

し 、 主と し て次に掲げる作業について主体的業務を行う も の

a. 軽機械（ タ イタ ンパー、 ランマー、 パワーレンチ等） 等を使用し てレール

の軌間、 高低、 通り 、 平面性等を限度内に修正保守する作業

b. 新線建設等において、 レール、 枕木、 バラ スト 等を運搬配列し て、 軽機械

（ タ イタ ンパー、 ラ ンマー、 パワーレンチ等） 等を使用し て軌道を構築す

る作業

33 型 わ く 工 木工事について相当程度の技能を有し 、 主と し て次に掲げる作業について主体的

業務を行う も の

a. 木製型わく （ メ タ ルフ ォ ームを含む） の製作、 組立て、 取付け、 解体等

（ 坑内作業を除く ）

b. 木坑、 木橋等の仕拵え等

34 大 工 大工工事について相当程度の技能を有し 、 家屋等の築造、 屋内における造作等の

作業について主体的業務を行う も の

35 左 官 左官工事について相当程度の技能を有し 、 土、 モルタ ル、 プラ スタ ー、 漆喰、 人

造石等の壁材料を用いての壁塗り 、 吹き付け等の作業について主体的業務を行う

も の

36 配 管 工 配管工事について相当程度の技能を有し 、 建物なら びに屋外における給排水、 冷

暖房、 給気、 給湯、 換気等の設備工事に関する、 主と し て次に掲げる作業につい

て主体的業務を行う も の

a. 配管なら びに管の撤去

b. 金属・ 非金属製品（ 管等） の加工および装着

c. 電触防護

37 は つ り 工 はつり 作業について相当程度の技能を有し 、 主と し て次に掲げる作業について主

体的業務を行う も の

a. コ ンク リ ート 、 石れんが、 タ イル等の建築物壁面のはつり 取り （ はつり 仕

上げを除く ）

b. 建築物の床または壁の穴あけ
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38 防 水 工 防水工事について相当程度の技能を有し 、 アスフ ァ ルト 、 シート 、 セメ ント 系材

料、 塗膜、 シーリ ング材等による屋内、 屋外、 屋根または地下の床、 壁等の防水

作業について主体的業務を行う も の

39 板 金 工 板金作業について相当程度の技能を有し 、 金属薄板の切断、 屈曲、 成型、 接合等

の加工および組立・ 取付作業なら びに金属薄板による屋根ふき作業について主体

的業務を行う も の（ 46ダク ト 工に該当するも のを除く ）

40 タ イ ル 工 タ イル工事について相当程度の技能を有し 、 外壁、 内壁、 床等の表面のタ イ ル張

付けまたは目地塗の作業について主体的業務を行う も の

41 サ ッ シ 工 サッ シ工事について相当程度の技能を有し 、 金属製建具の取付作業について主体

的業務を行う も の

42 屋 根 ふ き 工 屋根ふき作業について相当程度の技能を有し 、 瓦ふき、 スレート ふき、 土居ぶき

等の屋根ふき作業またはふきかえ作業について主体的業務を行う も の（ 39板金工

に該当するも のを除く ）

43 内 装 工 内装工事について相当程度の技能を有し 、 ビニル床タ イル、 ビニル床シート 、 カ

ーペッ ト 、 フ ローリ ング、 壁紙、 石こ う ボード その他ボード 等の内装材料を床、

壁も し く は天井に張り 付ける作業またはブラ インド 、 カーテンレール等を取り 付

ける作業について主体的業務を行う も の

44 ガ ラ ス 工 ガラ ス工事について相当程度の技能を有し 、 各種建具のガラ スはめ込み作業につ

いて主体的業務を行う も の

45 建 具 工 建具工事について相当程度の技能を有し 、 戸、 窓、 枠等の木製建具の製作・ 加工

及び取付作業に従事するも の

46 ダ ク ト 工 ダク ト 工事について相当程度の技能を有し 、 金属・ 非金属の薄板を加工し 、 通風

ダク ト の製作および取付作業に従事するも の（ 39板金工に該当するも のを除く ）

47 保 温 工 保温工事について相当程度の技能を有し 、 建築設備の機器、 配管及びダク ト に保

温（ 保冷、 防露、 断熱等を含む） 材を装着する作業に従事するも の

49 設 備 機 械 工 機械設備工事について相当程度の技能を有し 、 冷凍機、 送風機、 ボイラ ー、 ポン

プ、 エレベータ ー等の大型重量機器の据付け、 調整または撤去作業について主体

的業務を行う も の

50 交通誘導警備員Ａ 警備業者の警備員（ 警備業法第2条第4項に規定する警備員をいう ） で、 交通誘導

警備業務（ 警備員等の検定等に関する規則第1条第4号に規定する交通誘導警備業

務をいう ） に従事する交通誘導警備業務に係る一級検定合格警備員又は二級検定

合格警備員

51 交通誘導警備員Ｂ 警備業者の警備員で、 交通誘導警備員Ａ 以外の交通の誘導に従事するも の

（ 参考）

参 考 職 種 定 義 ・ 作 業 内 容

48 建築ブロッ ク 工 建築ブロッ ク 工事について相当程度の技能を有し 、 建築物の躯体および帳壁の築

造または改修のために、 空洞コ ンク リ ート ブロッ ク 、 レンガ等の積上げおよび目

地塗作業に従事するも の（ 08ブロッ ク 工に該当するも のを除く ）
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賃 金 （ 報 酬 ） 単 価 の 算 出 例 

 

１．Ａさんの例（月給制） 

 

○ 年間労働日数  245 日 （注１） 月給制の計算においては、年間労働時間は 

                   245 日、月間労働時間は 21日にすべて固定 

○ 月間労働日数   21 日      して計算します。 

 

○ 基本給      250,000 円（月給） 

 

○ 通勤手当      18,000 円（月額） 

 

○ 家族手当      14,000 円（月額） 

 

○ 住宅手当      12,000 円（月額） 

 

○ 現場手当    １日 1,000 円×21 日 ＝ 21,000 円 

 

○ 技能手当      10,000 円（月額） 

 

○ 賞与      1,500,000 円（年額） 

 

【１日当たりの賃金単価】 

 

（250,000 円＋18,000 円＋14,000 円＋12,000 円＋21,000 円＋10,000 円）÷21日 

＋1,500,000 円÷245 日 

＝ 15,476 円＋6,122 円 ＝ 21,598 円 

 

 

（注２） 所得税、住民税、社会保険、雇用保険を控除する前の額とします。 

 

（注３） 時間外勤務手当、休日・夜間勤務手当は計算から除外します。 

 

（注４） 賞与は過去１年間に支給した額とし、労働日１日当たりの額に換算します。 

 

（注５） １円未満の端数は四捨五入します。 

 

 

 

 

 

  

添付資料７ 
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２．Ｂさんの例（日給制） 

 

○ 月間労働日数       20 日 

 

○ 実績給          日給 18,000 円×20 日 ＝ 360,000 円 

 

○ 通勤手当         １日 1,800 円×20 日 ＝ 36,000 円 

 

○ 資格手当         20,000 円（月額） 

 

○ 実物給与（食事の支給）  １日 1,000 円×20 日 ＝ 20,000 円 

  

【１日当たりの賃金単価】 

 

（360,000 円＋36,000 円＋20,000 円＋20,000 円）÷20日 ＝ 21,800 円 

 

 

（注１） 所得税、住民税、社会保険、雇用保険を控除する前の額とします。 

 

（注２） 時間外勤務手当、休日・夜間勤務手当は計算から除外します。 

 

（注３） １円未満の端数は四捨五入します。 

 

 

 

３．Ｃさんの例（時間給制） 

 

○ 月間労働時間   1 日 ８時間 ×  15 日 ＝ 120 時間 

 

 ○ 実績給      時給 1,800 円 ×120 時間 ＝ 216,000 円 

 

○ 通勤手当     1 日 1,500 円 ×  15 日 ＝  22,500 円 

 

【１日当たりの賃金単価】 

 

（216,000 円＋22,500 円）÷120 時間×８時間 ＝ 15,900 円 

 

 

 (注１) 所得税、住民税、社会保険、雇用保険を控除する前の額とします。 

 

(注２) １日の労働時間を８時間として計算します。 

 

(注３) １円未満の端数は四捨五入します。 
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４．Ｄさんの例（一人親方） 

 

○ 月間作業日数        15 日 

 

 ○ 請負金額       800,000 円 

 

 ○ 経費  材料費    180,000 円 

外注工費   100,000 円 

燃料費     30,000 円 

有料道路料金  20,000 円 

       通信費      3,000 円   

        計     333,000 円 

 

 

【１日当たりの報酬単価】 

 

（800,000 円－333,000 円）÷15日 ＝ 31,133 円 

 

 

 (注１) 国税、地方税、社会保険を控除する前の額とします。 

 

 (注２) １円未満の端数は四捨五入します。 

 

 

 

５．平均額の算出 

 

（Ａさん 21,598 円＋Ｂさん 21,800 円＋Ｃさん 15,900 円）÷３人 ＝ 19,766 円 
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- 48 - 



 

 

  



 

 

 

 

愛知県会計局管理課 会計企画・調整グループ 

 

〒460-8501 

名古屋市中区三の丸三丁目１番２号 

電話 (直通） 052-954-6653 

ファクシミリ  052-954-6952 

  E-mail：kaikeikanri@pref.aichi.jg.jp 

     ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ：https://www.pref.aichi.jp/soshiki/  

kaikeikanri/ koukeiyaku.html 

 

 

mailto:kaikeikanri@pref.aichi.jg.jp
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